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《今までの成果及び指標分析を踏まえて》

○障がい者の就労支援については、既存の支援体制を継続するとともに公共施設における職業訓練
　事業を実施し、様々なニーズに対応できるようにする。

○区職員が一般企業等に働きかけ、受注作業を確保し、区内の福祉作業所の状況に応じて配分し、
　工賃の増収を図る。

○地域において心のバリアフリーを推進するとともに、精神障がい者や家族が、安心して相談でき
　る相談支援体制を強化する。

障がい者の就労支援や社会参加を促進する取り組みの必要性は高
く、特に就労支援・雇用促進については重要性が高い
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関連部課名 福祉部障害者福祉課

　障がい者が安心して暮らすことができ、なおかつ自立した生活を営めるための支援を行う。ま
た、精神分野においては、精神障がい者や、様々な依存症に悩む人に対し、サポート体制・ネット
ワーク体制を確立する。
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障がい者就職者数

一人当たり工賃

身体障害者手帳所持者数

愛の手帳所持者数

13,000

－

指標に関する説明

○障がい者雇用の促進に向けて、様々な角度からの障がい者就労支援を行っているが、今後も、特
　例子会社や関係機関との連携調整等を継続していく必要がある。

○区内の福祉作業所においては、受注する作業が減少傾向にある。

○精神障がい者は増加傾向にあり、地域で安定した治療継続・社会生活が送れるように、支援体制
　を整備する必要がある。

施策の成果とする指標名
指標の推移

目標値
(28年度)

112

精神障害者保健福祉手帳
所持者数

内線
福祉部障害者福祉課
小林　清美 2680

施策名
部課名
課長名

施策No障がい者の地域社会での自立支援 02-06

生涯健康都市[Ⅰ]

政策 高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成[02]



施策分析シート（平成21年度）
No2

公共施設における職業訓練事業を
実施する

職業訓練事業 06-05-78 － －

06-05-55

06-05-56

06-05-64

06-05-65

06-05-45

06-05-46

06-05-52

06-05-53

精神障がい者の安定した地域生活
継続のために必要な事業である
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06-05-40

06-05-41

06-05-43

5,600

推進
手話通訳者の設置回数を増やし、
窓口相談の円滑化を図る

精神保健福祉事業 1,865

聴覚障がい者相談事業 108 99 継続

1,988

障害者地域自立支援協議会運
営事業

－06-05-73

3,109

障がい者プラン策定事業 06-05-74 －

－ 推進

重点的
に推進

区内の作業所利用者の工賃増収を
図る

推進
関係機関等との連携を図り、事業
の円滑な運営に取り組む

作業所等経営ネットワーク支
援事業

－ － －06-05-72

06-05-69障がい者雇用支援事業 8,370

重点的
に推進

182,804
重点的
に推進

19,052
障がい者就労支援センター運
営事業

17,48106-05-68

障がい者の就労支援・促進のため
重要な事業である

推進
様々な依存症に対応するよう取り
組む

推進
自殺予防やひきこもり対策の充実
を図る

精神保健福祉対策事業 259 275 推進06-05-67

薬物・酒害対策事業 775 1,025 推進06-05-66

合　計

11,214 継続 継続障害程度区分認定事務 8,903

精神保健福祉ネットワーク事
業

推進 推進161
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No

施策推進のため
の分類

前年度
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今年度
設　定

20年度19年度

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

分類についての説明・意見等

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する
精神障害者保健福祉手帳の交
付

520 520

686 672
福祉事業事務費（身体・知的
障害相談員）

障がい者団体補助

自立支援医療（更生医療）給
付事業

障がい者運動会補助

難病医療助成事業

福祉事業事務費（障害福祉専
門推進員）

施策を構成する事務事業の分類

愛の手帳の交付

身体障害者手帳の交付

東京都心身障害者扶養共済制
度

東京都心身障害者扶養年金制
度

事務事業名
決算額（千円）

自立支援医療（精神通院）制
度等

都営交通無料乗車券等の発行
事務

継続－ － 継続

8,163 10,970 継続

継続

継続

継続

継続

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

継続

継続

継続

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

継続

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

継続

継続

継続

継続 継続

現状の規模で実施する

332,758 614,281

現状の規模で実施する

1,000 1,000

多様化する事例に対応するため、
関係機関のネットワークを充実さ
せる

130

重点的
に推進

障がい者の就労に向けて継続的に
取り組む

推進

－ 138

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

現状の規模で実施する

742
重点的
に推進

休止・
完了

20年度に障害福祉計画の第2期を策
定。23年度中に次期障がい者プラ
ンの策定を行う

福祉事業事務費（成年後見事
業費）

06-05-54

推進 推進

継続 継続

推進 推進

－
重点的
に推進

高次脳機能障がい対策の充実を図
る

相談事業 06-05-79 2,301 4,824 推進 推進
障害者自立支援法必須事業であ
り、相談支援事業の充実を図る

機能訓練事業 06-05-80


